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1.はじめに
電力ネットワークの安定運用のためには，電力ネッ

トワーク全体の電力消費（需要）と発電（供給）をリ
アルタイムで一致させる需給バランス維持が重要であ
る．従来の電力ネットワークでは，電力会社が需要の
変動に応じて発電を制御することで需給バランス維持
を行ってきたが，発生頻度が稀な需要ピーク時に合わ
せた発電設備が必要となるため，多大な設備投資が要
求されるという問題がある．また近年では，太陽光発
電をはじめとする自然エネルギーの導入によって，発
電側にも制御不可能な変動要因が増加し需給バランス
維持がより難しくなるという問題も発生している．
このような問題に対して，デマンドレスポンス (DR)

[1][2]と呼ばれる，需給バランス維持のために，電力の
需要を制御する取り組みが始まっている．DRには，電
力系統運用者から電力需要の大きさに応じて時間帯に
よって異なる電気料金 (Time of Use: TOU)を提示し
て，各需要家に電力需要の平坦化を促す方法や，電力
需要が極めて大きい時間に需要家にインセンティブや
ペナルティを与えて使用抑制を行う方法 (Critical Peak
Pricing:CPP)などが提案されている．しかし，これら
の方法は，系統運用者から一方的に需要抑制のための
信号を送り，各需要家が個別の判断で需要抑制を行う
というトップダウン型で行うため，ある程度のピーク
需要抑制効果は期待できるが，必要以上に需要が下が
りすぎたり，リバウンドピークが発生するなどの問題
があり，需要パターンを制御する手法としては不十分
である．
また，系統運用者が需要家の電気機器の使用抑制や，

太陽光発電などの変動電源の出力抑制の信号を直接送
るなど直接制御 (Direct Load Control)手法も提案され
ているが，需要家の機器に直接的に介入されるため受
け入れられにくい，自然エネルギーの電力を有効活用
しきれないなどの問題もある．
このような問題に対して我々の研究グループでは，

個々の需要家が主体的に需給バランス調整に参加し，
需要家同士の協調連携によって需給バランス維持を達
成する協調型エネルギーマネジメントの枠組みを提案
している [3][4]．この枠組みでは個々の需要家が自分自
身の電力需給の計画，管理能力を持ち，複数の需要家
がまとまってグループを形成して互いに協力すること
で，グループ全体として大きな需要制御能力を達成す
る手法である．需要家間の協調連携によって需要制御
を行うことで，オーバーシュートやリバウンドピーク
を発生させることなく，より効果的かつ確実な需要制
御を実現できる．
本稿では，協調型エネルギーマネジメントの枠組み
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による分散蓄電池制御について検討する．個々の需要
家が蓄電池を持ちそれを需要家群で連携制御すること
により，各需要家が独立に蓄電池を利用する場合と比
べて需要家群全体でより大きなピーク削減効果，電力
コスト削減効果を達成する方法を示し，またグループ
全体のメリットを各需要家に還元するためのグループ
内インセンティブモデルの設計，検証を行う．

2.協調型エネルギーマネジメントによる需給計画の
分散最適化

2.1.基本的な枠組み
我々が提案する協調型エネルギーマネジメントでは，

需要家グループの調整役としてコーディネータの存在
を仮定し，各需要家は電力管理システム (需要家 EMS)
を持ち，コーディネータを経由して他需要家と連携す
る．需要家 EMSは前日までに需要家ごとの一日の需
給計画を立て，それを需要家間で調整し，当日には調
整された計画に従って需要家ごとの電力を使用，制御
するものとする．本稿では，特に事前の需給計画の調
整に注目する．
ここで，需要家 i ∈ N の電力使用計画プロファイル

(以下では単に電力使用プロファイルまたはプロファイ
ルと呼ぶ)を xi ∈ RT とする．N = {1, . . . , N}は需
要家の集合，N は需要家数，T は一日のタイムスロッ
ト数であり，例えば一日を 15 分刻みで考えた場合は
T = 96となる．
各需要家は，電力使用プロファイルに対する不満足

度の指標である目的関数 fi(xi)を持っている．これは
生活者の生活パターンにおいて電力をどのように使用
したいか，あるいは電気料金に対するコスト意識によっ
て需要家ごとに定められる．一方で，コーディネータ
はグループ全体の電力需要に対する目的関数 g(

∑
i∈N

xi)

を持ち市場からの電力調達コストなどを反映する．
協調型エネルギーマネジメントの問題は，需要家と

コーディネータの両方の目的関数を最小にする電力使
用プロファイル xiを決める問題として次式のように定
式化できる．

min
xi

g(
∑
i∈N

xi) +
∑
i∈N

fi(xi) (2.1)

これをそのまま最適化問題として解こうとすると，全
ての需要家の目的関数 fi(xi) を知っている必要がある
が，fi(xi)は需要家ごとに様々で，日々の条件により
変化するため事前に共有するのは現実的ではない．ま
た，需要家の好みや嗜好を反映した情報でありプライ
バシー保護の観点からも隠蔽したい情報である．
そこで，文献 [4]では目的関数 fi(xi)を共有せず，各

需要家が自分自身の目的関数 fi(xi)に従って電力使用
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図 2.1: 需要家の電力フロー

プロファイルを作成し，それらをコーディネータと交
渉しながらすり合わせることで，式 (2.1) を最適化す
る電力使用プロファイルを協調的に定める方法を提案
した．
2.2.需要家モデル
本節では，本稿で扱う需要家のモデルについてまと

める．図 2.1に示すように，電力消費機器（家電），発
電機（太陽光発電，コジェネ，燃料電池など），蓄電
池を持つものとする．ここで，x

(c)
i を電力消費機器の

電力消費プロファイル，x
(g)
i を発電機の発電電力プロ

ファイル，x
(b)
i を蓄電池の充放電プロファイル (ただし

x
(b)
i > 0のとき充電を表す)とすると需要家全体の電力
消費プロファイル xi は以下のように求められる．

xi = x
(c)
i + x

(b)
i − x

(g)
i (2.2)

これは，需要家が外部から購入，売却した電力のプロフ
ァイルとなっている．このとき需要家の目的関数 fi(xi)
は以下のように分割して考えられる．

• f
(c)
i (x

(c)
i )電気機器の使用パターンを変えて電力消

費プロファイル x
(c)
i を実現する困難さや QoLを

表す関数

• f
(g)
i (x

(g)
i ) 発電機の発電電力プロファイル x

(g)
i の

実現にかかる発電コストや制約を表す関数

• f
(b)
i (x

(b)
i )蓄電池の好ましい使い方や制約条件など

を表す関数

• f∗
i (xi) 需要家と外部との電力の授受に対する制約
などを表す関数

これらの総和が需要家の目的関数 fi(xi) = f
(c)
i (x

(c)
i )+

f
(g)
i (x

(g)
i ) + f

(b)
i (x

(b)
i ) + f∗

i (xi)となる．
本稿では，簡単のため需要家は発電設備を持たず，ま

た調停によって電力消費プロファイルを変更しないも
のとし，あらかじめ需要家ごとに決めた電力消費プロ
ファイルに対して蓄電池の充放電プロファイル x

(b)
i の

みを制御変数として最適化を行うものとする．このと
き，目的関数は fi(xi) = f

(b)
i (x

(b)
i )とする．

蓄電池制御モデル 需要家 iが持つ蓄電池のあるタイム
スロット tにおける充電レベルを ci,t[kWh]とする．簡単
のために充電レベルの変化は蓄電池の入出力 x

(b)
i,t [kW]

に関する一次関数であると仮定すると，以下の式で表
される．

ci,t = ci,t−1 + x
(b)
i,t∆t (2.3)

ここで∆t[h]はタイムスロット間隔を表す．実際には内
部抵抗などによって損失が生じるのでそれを考慮に入
れる必要があるが，本研究では簡単のために損失がない
ものとする．ここで，蓄電池の最大容量をCmax[kWh]
とすると，緊急時に備えて通常時はその 10%から 90%
の範囲で蓄電池を使用するものとする．それに加えて，
蓄電池には最大入力電力値XImax[kW]，最大出力電力
値 XOmax[kW]が定められており，それらの範囲内で
蓄電池を使用する必要がある．
これらの条件を f

(b)
i (x

(b)
i ) に導入して最適化を行う

際には充電レベル ci,t か電力値 x
(b)
i,t のどちらかに統一

して定式化をする必要があるため，本研究では電力値
x
(b)
i,t に統一することとした．このとき，タイムスロッ
ト tにおける充電レベルは ci,t = ci,0 + (

∑t
t=1 x

(b)
i,t )∆t

と表されるので制約式は x
(b)
i を用いて以下のように表

すことができる．

0.1Cmax1T ≤ Lx
(b)
i + ci,01T ≤ 0.9Cmax1T (2.4)

−XImax1T ≤ x
(b)
i ≤ XOmax1T (2.5)

ci,T = ∆t(1T · x(b)
i ) + ci,0 = 0.5Cmax (2.6)

ただし

L :=


∆t 0 · · · 0
∆t ∆t · · · 0
...

...
∆t ∆t · · · ∆t

 ∈ RT×T (2.7)

1T :=


1
1
...
1

 ∈ RT (2.8)

ここで，ci,0は充電レベルの初期値，ci,T は一日の終わ
りでの充電レベルを表す．式 (2.4)は充電レベルに関す
る制約式，式 (2.5)は蓄電池の入出力に関する制約式，
式 (2.6)は一日の境界条件の例として一日の終わりに充
電レベルが 50%となるものである．ただし，式 (2.4)
および式 (2.5)の不等号はベクトルの要素ごとの大小関
係を表す．これらの制約条件をもとにして各需要家で
は最適化を行い電力プロファイル xiを決定する．最適
化を行う関数 f

(b)
i (x

(b)
i )として本稿では，当日の運用時

の予想外の消費電力変動に対応するため，充電容量を
できるだけ最大容量の 50%に保つように以下の目的関
数を用いた．

f
(b)
i (x

(b)
i ) = ||Lx(b)

i + ci,01T − 0.5Cmax1T ||2 (2.9)

2.3.協調的プロファイル作成アルゴリズム
2.1節で述べたように，協調型エネルギーマネジメン

トでは各需要家とコーディネータの交渉によるすり合
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図 2.2: 分散最適化の手順の模式図

わせによって電力使用プロファイルを決定する．このと
き，各需要家の目的関数 fi(xi)は共有せずにプロファ
イル xi の要求，修正のみですり合わせを実施する．
具体的には， 式 (2.1)を双対分解と ADMMと呼ば

れるアルゴリズム [5]によって，次式のように需要家側
とコーディネータ側の二つの最適化問題に分割して，双
方の最適化の繰り返し計算によって全体を最適化する．

x
(k+1)
i = argmin

xi

fi(xi) +
ρ

2
||xi − x

(k)
i + b(k)||2

(2.10)

z(k+1) = argmin
z

g(Nz) +
Nρ

2
||z − x(k+1) − η(k)||2

(2.11)

η(k+1) = η(k) + x(k+1) − z(k+1) (2.12)

b(k+1) = x(k+1) − z(k+1) + η(k+1) (2.13)

ただし，x，zをそれぞれ xi，ziの平均を表すものとす
る．つまり xiは各需要家が個別に算出した最適なプロ
ファイル，zi はコーディネータが算出した最適な需要
家のプロファイルであり，繰り返し計算によって xiと
zi が近づくように妥協点を探っていくことで全体の最
適解を探索する．このとき，bは全体を最適化するため
に各需要家にプロファイルの変更を指示するブロード
キャスト信号とする．
このアルゴリズムの流れは次のようになる．まず，各

需要家は個別に fi(xi)を最小化するようなプロファイ
ル x

(k)
i を作成してコーディネータに送信する．コーディ

ネータは集まったプロファイル x
(k)
i をもとにして zの

最適化（式 (2.11)）を行い，式 (2.12),(2.13)より計算
したブロードキャスト信号 bを各需要家に知らせる．各
需要家は bを受け取るとそれを反映して xiの更新（再
最適化）を式 (2.10)により行い，それをコーディネー
タに送信する．これらのやりとりを反復的に繰り返す
ことによって，各需要家とコーディネータ間における
妥協点を分散的に探す (図 2.2)．
このとき，コーディネータから需要家に送信される

ブロードキャスト信号 bは，各需要家から要求する最
適プロファイル xiの総和と，コーディネータで算出し
た全体の最適プロファイル z との差に基づいて算出さ
れており，コーディネータが計画を修正したい時間帯
を表す計画修正依頼のプロファイルに相当する．

3.協調型エネルギーマネジメントのためのコストモ
デル設計

3.1.コストモデル設計の目的
協調型エネルギーマネジメントの目的は，需要家同

士の連携によって電力調達コストの最小化などグルー
プ全体でメリットを得て，またそれを各需要家に還元
することである．具体的にはグループ内で協調したこ
とで得られるコーディネータの調達コスト削減分を各
需要家に配分することで，需要家に還元する．そのた
めに本研究では，グループ全体の電力調達コストとは
別に，グループ内で利益を配分するためのグループ内
コストモデルを設計する．グループ内コストモデルを
設計するにあたって，次の２点が重要となる．

• 需要家同士が協調しないときより，協調したほう
がより大きなメリットを享受できること

• 協調した場合にグループ全体の目的に貢献した需
要家が貢献していない需要家よりも大きなメリッ
トを享受できること

前者は，協調型エネルギーマネジメントの目的そのも
のでもあり，DRのようにトップダウンの価格信号の
みを参照して需要家が個別に最適化するより，協調に
よってグループ全体の目的を達成でき，それが需要家
にも還元されることで，グループに参加するインセン
ティブにもつながる．また，後者は需要家間の公平性
を表しており，これにより全体の目的に貢献するため
に生活パターンを変える，容量の大きな蓄電池を購入
するなどの各需要家の貢献へのインセンティブにつな
がる．
3.2.グループ全体の電力調達コストのモデル
コーディネータがグループ全体の電力を調達する方法

には市場調達や相対取引などいくつか想定される [6][7]．
本稿では特にコーディネータが電力系統から一括受電
をする場合を想定し，一括受電で一般的な使用電力に
かかる電力量料金（従量コストとよぶ）と需要ピーク
にかかる基本料金（ピークコストと呼ぶ）の二段階料
金制度を適用する．また，電力量料金については，昼
間が高く夜間が安い時間帯別料金を適用する．
時間帯別料金に対して各需要家が個別最適化を行う

と，いずれの需要家も夜間に電力使用をシフトすること
で夜間のピーク値が大きくなるというリバウンドピー
クの問題が起きる．このような問題を協調型エネルギー
マネジメントによって回避できることを検証する．
なお，一般的に基本料金は過去一年間の電力使用の

ピーク値によって決まるが，本稿では簡単のため一日
のピークによって決まるものとし，グループ全体の電
力調達コスト costc を以下のよう定義する．

costc = p ·
∑
i∈N

xi + pb{
∑
i∈N

xi}max (3.1)

ただし，{X}maxはベクトルXの要素の最大値，p ∈ RT

は時間帯別の電力量料金の単価，pb ∈ Rは基本料金の
単価を表す．このとき第 1項は各時間帯ごとの電力量
料金の一日の総和であり，記号 ·は内積を表す．第 2項
はピーク電力によって決まる基本料金である．



各需要家が支払うコストとしては，使用した電力量
に対する電力量料金や基本料金の各需要家への配分が
考えられる．本研究では，最終的に各需要家が支払う電
気料金は，グループ全体の調達コストにコーディネー
タが得る利益を加えたものを，各需要家へ分配したも
のとして設計する．このとき各需要家への分配は，調
達する際の時間帯別電力量料金だけでなく，各需要家
がグループ全体のコスト削減にどれくらい貢献してい
るかを考慮して設計する．
3.3.グループ内コストモデル
ここでは，グループ内のコストモデルについて検討

する．グループ内のコストも電力量に応じて支払う従
量コストとピーク電力に対して支払うピークコストの
二段階で設計する．ここで q ∈ RT を，タイムスロッ
ト t = 1, . . . , T の電力量単価 qtを並べてベクトルとし
たもの，q′(xi)を電力プロファイル xiに対して支払う
ピークコストとすると，需要家 iが支払う電力料金は
次式のように与えられる．

cost(xi) = q · xi + q′(xi) (3.2)

3.3.1.従量コストの設計

使用した電力量に応じてかかる従量コストは，公平
性により需要家間で共通した電力量単価を使用するべ
きである．つまり，グループ全体で支払う電力量料金
を各需要家の電力使用量に応じて配分することになる．
ただし，協調により調達コストが高い時間帯の電力使
用を抑制し，ピークを各需要家で分散するなどを行う
ことで全体の調達コストが削減されるため，全体のコ
スト削減への貢献を反映して決定する必要がある．
本稿では 2.3節で述べた分散最適化のブロードキャ

スト信号 b ∈ RT に応じた重みづけを行う．これはブ
ロードキャスト bがグループの目的関数と需要家の目
的関数とのすり合わせに用いるものであり，bを通じ
て各需要家は，グループ全体の目的達成に関する情報
（どの時間帯で目的達成が不十分であり，どのような計
画修正が必要か）を，共通して受け取ることができる
からである．
具体的な分配の方法としては次式のように従量コス

ト qを定義する．

q :=
p ·

∑
i∈N xi

b ·
∑

i∈N xi
b (3.3)

3.3.2.ピークコストの設計

従量コストではグループ全体の電力量料金の各需要
家への配分方法を決定したが．ここではグループ全体
の基本料金の配分について検討する．本研究では，需
要家ごとの電力プロファイルに応じて，以下の３種類
のピークコストを検討する．

1.需要家等分方式（計算法 1）　グループ全体の基本
料金を各需要家で均等に等分する方式．この場合，

各需要家の電力使用プロファイルの違いに関わら
ず同じ基本料金を支払うことになる．

cost(xi) = q · xi +
pbase
N

{
∑
i∈N

xi}max (3.4)

2.グループピーク分配方式（計算法 2）　基本料金を
決めるグループ全体の電力使用ピークに対する各
需要家の責任を反映するため，グループ全体のピー
ク時間帯における，各需要家の使用電力量に比例
して分配する方式．

cost(xi) = q · xi + pbasexi,tpeak
(3.5)

ただし，tpeak := argmaxt(
∑

i∈N xi,t)である．

3.需要家ピーク分配方式（計算法 3）各需要家がピー
クを削減するように，需要家ごとの電力使用ピー
クの大きさに比例して分配する方式．

cost(xi) = q · xi +
pbase{

∑
i∈N xi}max∑

i∈N {xi}max
{xi}max

(3.6)

4. 完全従量方式（計算法 4）グループ全体の電力コス
トをピークにかかる基本料金との区別なく，すべ
て使用電力量に応じた従量料金として各ユーザに
配分する方式．

cost(xi) =
costc

b ·
∑

i∈N xi
b · xi (3.7)

4.実験結果
本章では，協調型エネルギーマネジメントによる蓄

電池制御の有効性と，コストモデルによる需要家イン
センティブの公平性について，シミュレーション実験
の結果により検証する．
4.1.シミュレーション環境
需要家の電力消費プロファイル x

(c)
i として，日本建

築学会・住宅内のエネルギー消費量に関する調査研究委
員会・住宅におけるエネルギー消費量データベース内の
関西地区の 2003年 8月 11日のものを用いた [8]．この
中から 5つの需要家を選んでそれを対象需要家グルー
プとした (図 4.1)．このグループは，User1とUser2が
給湯器を持ち，深夜（4時前後）に大きな電力を使用し
て全体のピークを生成している．
グループ全体の電力調達コストは，グループ一括受

電を想定し，関西電力の料金プランの一つである高圧
電力AS-TOUの，ピーク電力によって決まる基本料金
と，昼間，夜間の 2段階の時間帯別電力量料金を用い
た (表 1)（2015年 2月時点）．また，グループ全体の
目的関数は全体の調達コストを安くするように，ピー
ク電力と時間帯別料金を考慮して次式を用いた．

g(
∑
i∈N

xi) = ||
∑
i∈N

xi||2 + p ·
∑
i∈N

xi (4.1)



time
0 4 8 12 16 20 24

p
o
w
e
r
 
u
s
a
g
e
 
(
k
W
)

0

1

2

3

4

5

6

7

User1
User2
User3
User4
User5

図 4.1: 各需要家の電力消費プロファイル

表 1: シミュレーションで用いた電力料金表

今回の設定
基本料金 (pbase) 57.78円/kW·日
電力量料金 8:00-22:00 3.8475円/kW·15min.

(pt) 上記以外 2.7775円/kW·15min.

また，提案手法の有効性を確かめるため，各需要家
が協調せず個別に電気料金の最小化を行った場合 (個別
最適化)と比較した．個別最適化では，需要家ごとに式
(4.2)に示すように電力量コストとピークコストに従っ
た電気料金を支払うものとし，電気料金が最小となる
ように蓄電池の充放電を行うものとする．

fi(xi) = p · xi + pbase{xi}max (4.2)

4.2.グループとしての協調の効果の検証
各需要家が 1kWhの蓄電池を持っている場合，3kWh

の蓄電池を持っている場合のグループ全体の電力プロ
ファイルを図 4.2に示す．この結果より，蓄電池を使用
しない場合（before）に比べて個別最適化（local）も
提案手法 (coodination)もピーク電力を削減できている
が，提案手法のほうが大きくピークを削減できている
ことがわかる．また，個別最適化では電力量料金の変
わり目に新たなピーク（リバウンドピーク）が発生し
ているのに対し，提案手法ではリバンドピークを発生
させずになめらかな需要パターンでピークを削減でき
ていることがわかる．
また，蓄電池容量が 3kWhの場合の各需要家の消費

パターンの変化を図 4.3に示す．この結果より個別最
適化ではピークを発生している需要家（User1, User2）
だけがピークを削減しているのに対して，提案手法で
は同じ時間帯に電力消費をマイナス（逆潮）にするこ
とによって，全体のピーク削減に協力していることが
わかる．
図 4.4に各需要家の蓄電池容量を変化させた場合の，

グループ全体の電力コストとグループ全体のピーク電
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(b) 蓄電池の容量 3kWh

図 4.2: グループ全体の電力プロファイル (before:蓄電
池なし，local:個別最適化，coordination:提案手法）

力を比較した結果を示す．どちらの場合も各需要家の
蓄電池容量が増えるほど電力コストの削減ができてい
るが，個別最適化に比べ提案手法ではより大きなピー
ク削減を達成でき，グループ全体の電力コストの削減
も達成できていることがわかる．
これらの結果より，個別最適化では自分自身が持つ

蓄電池容量の範囲内で個々のピーク削減が可能である
が，提案手法では需要家間の協調によって他の需要家
が発生させているピークの削減に協力することができ，
グループ全体ではより大きなピーク削減効果が得られ
ていることがわかる．また互いに協調しながら蓄電池
の充放電パターンを決めるため，グループ全体にリバ
ウンドピークや極端な電力使用パターンの変動を起こ
すことなく需要パターンの平準化を実現できることが
わかる．
4.3.各需要家としての協調による効果の検証とコス
トモデルの評価
次に，提案手法によるグループ全体のコスト削減の

メリットを，各需要家のメリットに還元するためのコ
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図 4.3: 各需要家の電力プロファイルの変化（蓄電容量が 3kWhの時）

ストモデルについて検証する．ここで妥当なコストモ
デルの条件は，需要家が協調型エネルギーマネージメ
ントのグループに参加するインセンティブとして，個
別最適化より協調を行うほうがコストが削減できるこ
と，また協調に参加した需要家間では，貢献度合いに
応じてコストが削減できることである．
図 4.5は，3.3.2節で述べたコストモデルによって各

需要家の電力コストがどのように変わるのかを，蓄電
池容量の影響も含めて比較した結果である．まず全需要
家の蓄電池容量が同じ (3kWh)場合（(a)から (d)），グ
ループピーク配分方式 (b)では需要家によって個別最適
化のほうがコスト低くなっており，需要パターンによっ
ては協調に参加するメリットがないことがわかる．個
別最適化のほうがコストが下がっているのは User1と
User2であり，これらの需要家はグループ全体のピーク
時間帯に大きな電力消費を行なっている需要家である．
グループピーク配分方式以外では個別最適化 (local)よ
り提案手法 (coordination)のほうが全ての需要家にお
いて電力コストが削減できていることがわかる．
次に，ある需要家の蓄電池容量を変化させた場合の

コストの変化を確認する．これは提案手法においては特
定の需要家の協調の貢献度を変化させたと考えること
ができる．User1の蓄電池容量を変化させた場合（(e)
から (l)），グループピーク配分方式，需要家ピーク配
分方式，完全従量方式では，User1の蓄電池容量の変
化に応じて他の需要家よりコスト大きく変化している
ことがわかる．また，User4の蓄電池容量を変化させ
た場合（(m)から (t)）では，需要家ピーク配分方式で
は User4のコストはあまり変化せず，グループピーク
配分方式で User4の蓄電池容量に応じたコスト削減効
果が得られていることがわかる．
この結果は，User1はグループ全体の需要ピークと

なる時間帯の消費電力が大きいため，需要家ピーク配
分方式で大きなコスト削減効果が得られるが，User4の
ように需要ピークの時間帯の消費電力がもともと大き
くない需要家の場合，ピーク削減に貢献しても自分自
身のコスト削減には繋がっていないためであると思わ
れる．これらの結果より，全体のピーク削減への貢献
に対してインセンティブを持たせるにはグループピー

ク配分方式が向いていると言える．

5.結論
本研究では，各需要家に分散的に設置した蓄電池を

協調させることにより，蓄電池の空いた容量等も含め
最大限活用するための分散最適化手法を提案するとと
もに，グループ内で連携するインセンティブが各需要
家に働くようなコストモデルについて検討した．この
とき，グループ内のコーディネータの母体は，新電力
や将来的な小売事業者を想定し，市場等から電力を調
達する（前日は計画策定と調達，当日はインバランス
最小化を行う）と考える．
本研究のシミュレーションでは，単純な場合として

一括受電を対象とした．その結果，各需要家が独立に
蓄電池の充放電パターンの最適計画を行う場合に比べ，
グループ内の連携によって，協調的に蓄電池の分散最
適計画を行う方がグループ全体の電気料金削減につな
がることを示した．
また，４通りのグループ内コストモデルを定義し比

較した結果，グループ全体のピーク時間帯の各需要家の
電力使用量に対してピークコストを課すグループピー
ク配分方式が，全体ピーク削減への需要家の貢献に対
するインセンティブとなるものの，需要家の需要パター
ンによっては個別最適化を行うほうがよりコスト削減
につながる結果となり，協調への参加インセンティブ
は需要パターン依存であるという結果となった．今後
はどのような需要パターンの需要家に対しても協調参
加インセンティブとグループ全体への貢献インセンティ
ブを両方同時に与えることのできるコストモデルにつ
いて検討が必要である．
発送電分離とともに，託送料金の見直し（系統設備

の利用に対応した需要地近接性の考慮など）が電力シ
ステム改革の制度設計WG等においてまさに議論され
ている最中ではあるが，環境面からも需要側で分散配
置された蓄電池を連携し，送配電損失を削減すること
の効果は大きいと考えられる．したがって今後は，本
提案手法をより現実的な設定で行っていく必要がある．
これには，

• 市場等からの電力調達を想定
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(b) グループピーク分配方式
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(c) 需要家ピーク分配方式
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(d) 完全従量方式
全需要家の蓄電池容量が 3kWhの場合
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(f) グループピーク分配方式
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(g) 需要家ピーク分配方式
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(h) 完全従量方式
User1の蓄電池容量 1kWhの場合（他の需要家の蓄電池容量は 3kWh）
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(j) グループピーク分配方式
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(k) 需要家ピーク分配方式
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(l) 完全従量方式
User1の蓄電池容量 5kWhの場合（他の需要家の蓄電池容量は 3kWh）
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(n) グループピーク分配方式
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(o) 需要家ピーク分配方式
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(p) 完全従量方式
User4の蓄電池容量 1kWhの場合（他の需要家の蓄電池容量は 3kWh）
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(r) グループピーク分配方式
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(s) 需要家ピーク分配方式
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(t) 完全従量方式
User4の蓄電池容量 5kWhの場合（他の需要家の蓄電池容量は 3kWh）

図 4.5: コストモデルと蓄電池容量の変化に対する需要家のコスト比較（横軸の 1から 5は需要家の番号）
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(a) コーディネータの支払うコストの変化
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(b) グループ全体の電力使用のピークの変化

図 4.4: 各需要家の蓄電池の容量を変化させた時のグ
ループとしてのふるまい

• 蓄電池の損失や初期投資コストの考慮

• 送配電網を利用するコスト（託送料金等）や自営
線の物理的損失の考慮

• 需要家数や多様性の影響の考慮

• 特定の 1日だけでなく年間を通じた連携効果の検証

などの検討が挙げられる．特に，今回は一括受電を扱っ
たが，これでは蓄電池の分散配置の効果が集中配置に
対して限定的であると考えられるため，同一敷地内の
需要家だけではなくより広域の需要家を対象とし，さ
らに将来の電力システムの制度を踏まえた調達方法を
想定することは重要である．
さらに，蓄電池以外の需要家内機器の制御や，需要家

のQoLの考慮，発電設備の考慮については今回の研究
で十分に扱えておらず，当日段階でのオンライン連携
手法およびプロトコル設計も含め，今後の課題とする．
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